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研究要旨 

【目的】第７次医療計画では「へき地医療」事業計画内に、従来のへき地保健医療計画を統合し、都

道府県のへき地医療事業計画は一本化された。事業計画や都道府県の実態の調査結果をもとに、へき

地医療事業計画の展開に関する視点や事例について、近時の計画の見直しや策定を踏まえて特記事項

を挙げた。 

【方法】各都道府県で公開されているへき地医療事業計画の精査と、本研究班が 2018 年（平成 30年）

～2019 年（令和元年）度に実施した調査結果をもとに、研究班員の合議の上、次の観点から検討した：

1）今後策定するへき地医療事業計画において検討する必要性のある視点、2）へき地医療事業で最近

開始された参考となる事例。 

【結果】1）へき地医療事業計画の今後の展開への視点；へき地医療拠点病院の主事業に対する踏み込

んだ検討の必要性に加えて、最近の地域医療政策、特に医療体制構築と人材確保（育成や労働環境支

援を含む）について検討する必要性があると考えられた。以下を挙げた：へき地医療拠点病院の主事

業（巡回診療、医師派遣、代診医派遣）のあり方の吟味及びへき地医療拠点病院でのへき地医療従事

者の研修（キャリア形成支援、生涯学習）に関する数値化。地元大学地域枠卒業医師等のへき地医療

での役割（関わり方）の検討。医師確保計画と連動した、医師少数スポットの設置とへき地医療の確

保の関係に対する方針や対応。2）へき地医療事業計画で展開されている特記事例：情報通信技術

（Information and Communication Technology：ICT）の利活用によるへき地医療や医療従事者の支

援、看護師を含むチーム医療等が挙げられたが、その中での特記事例として、和歌山県で開始された、

へき地医療機関を含む全県的な ICT（各施設に専用テレビモニター・カメラを設置したテレビ会議シ

ステム）基盤の遠隔診療支援、教育・研修の機会提供を取り上げた。へき地医療従事者のキャリア形

成支援に資するように計画していること、地域医療支援センターとへき地医療支援機構との連帯下で

実施されていること、へき地医療を全県的取り組みに含めていることが参考になる点として挙げられ

た（本事例は、2020 年[令和２年]度の厚生労働省へき地医療支援機構等連絡会議で紹介された）。 

【結語】へき地医療事業計画の展開への視点や事例を特記した。最近の医療体制構築と人材確保の面

についての視点、また、診療に加えてキャリア形成の支援を含めた全県的な ICT 基盤事業の事例を挙

げた。今回の検討は、近時のへき地医療事業計画の中間見直しや第 8 次医療計画策定の時に考慮され

得る。 

 

Ａ．研究目的 

2018年（平成30年）度から、第７次「医療計画」

（「へき地（の）医療」を一事業として含む）が開

始された。第７次「医療計画」では、それまで別に

策定されていた「へき地保健医療計画」を、「医療

計画」内の「へき地医療」事業計画に統合して一本

化して取り扱うようになった。この一本化について

は、へき地医療政策における一転換期と見る向きも

あり、一本化に伴う各都道府県におけるへき地医療

事業の展開の内容や方向性について調査すること

は意義を有している。 

我々の研究班では、2018年（平成30年）度には、

第７次「医療計画」と第６次「医療計画」における

「へき地医療」事業計画の策定書面を比較して、記
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載事項や分量に関して大きな変化は見られないと

いう結果を得た（文献1）。2019年（令和元年）度

には、計画内容に対する質的なヒアリング調査を行

って、2018 年度に得た定量的な調査結果を裏付け

るとともに、都道府県での事例を収集した。今年度

（2020 年[令和２年]度）は、これまでの調査結果

をもとに、「へき地医療」事業計画の展開に関する

視点や事例で特記すべき事項を分析した。特に、近

時の計画の見直しや策定を考慮した上での検討を

試みた。 

 

 

Ｂ．研究方法 

各都道府県が公開しているへき地医療事業計画

の精査と、我々の研究班が2018～2019年度に実施

した調査結果をもとに、研究班員が合議して分析し、

次の観点からまとめた：1）へき地医療事業計画の

今後の展開に必要となるであろう視点、2）同事業

で見られた新たな展開とし得る事例。なお、必要に

応じて、各都道府県のへき地医療担当者に連絡して

資料の提出を求めた。 

 

 

Ｃ．研究結果 

1. へき地医療事業計画の展開への視点 

 へき地医療拠点病院の主事業に対する踏み込ん

だ検討の必要性に加えて、最近の地域医療政策、特

に医療体制構築と人材確保（育成や労働環境支援を

含む）について検討を行う必要性があると考えられ

た。以下のような諸点が挙げられた：へき地医療拠

点病院の主事業（巡回診療、医師派遣、代診医派遣）

のあり方（実行可能性や指標の妥当性）の吟味及び

へき地医療拠点病院でのへき地医療従事者の研修

（キャリア形成支援や生涯学習）に関する数値化。

地元大学地域枠卒業医師等のへき地医療での役割

（関わり方）の検討。医師確保計画と連動した、医

師少数スポットの設置とへき地医療の確保の関係

性の検討。 

 

2. へき地医療事業計画で展開される事例 

情報通信技術（Information and Communication 

Technology：ICT）の利活用によるへき地医療や医

療従事者の支援や、看護師を含むチーム医療につい

て、第７次計画時に新たに記載した都道府県があっ

た。ヒアリング調査を重ねた結果、和歌山県での

ICT に基づく事例を新たな展開として取り上げて

検討した（文献2）。各施設に専用テレビモニター・

カメラを設置したテレビ会議システムを導入して、

遠隔診療支援、ならびに教育・研修の機会の提供を

主題に、全県的に計画、実施されている事例である。 

これは、2015 年（平成 27 年）から取り組まれ、

2020 年時点で、和歌山県立医科大学附属病院をは

じめとする３基幹病院が、13病院と10診療所を支

援している。へき地医療拠点病院（４施設）とへき

地診療所（６施設）を含んでいる（図１）。へき地

医療従事者は、実診療面に加えて、カンファレンス

や会議に参加したり、講義（例；専門診療科からの

初期対応の実際）を継続的に受けたりもしている。

提供内容はもとより、へき地からの移動の制約を受

けない点でも好評である。 

以下のような諸点で特筆できる：計画書面上にへ

き地医療従事者のキャリア形成支援に資すること

を謳っており、実装されている点、地域医療支援セ

ンターとへき地医療支援機構との合意（連帯）で実

施されている点、へき地医療単独での実現が難しい

事業を全県的取り組みに組み込むことで計画でき

るという示唆に富む点。 

なお、本事例は、2020 年度の厚生労働省全国へ

き地医療支援機構等連絡会議で紹介された。 

 

図１．和歌山県遠隔医療支援システムネットワーク

網 
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Ｄ．考察 

第７次医療計画時に、それまでのへき地保健医療

計画は、医療計画内のへき地医療事業計画に一本化

された。我々の研究班ではこの一本化の影響を質的、

量的に検討してきた（文献1）が、総じてこれまで

と大きな変化はなく進行しているように思われる

（ただし、中長期的な観察は必要である）。むしろ、

第７次医療計画の中間見直しや第８次医療計画の

策定時に向けての展開について検討することが必

要な時期であり、今回はこの検討を行った。 

視点として、最近の地域医療体制の構築や人材の

確保に関する政策と併せた事業計画が必要と考え

た。へき地医療拠点病院のあり方には主事業の担い

方を含めて議論が繰り返されてきたところである

が、今後、へき地診療所をはじめとするへき地医療

従事者の研修事業機能を、キャリア形成支援あるい

は生涯学習支援の視点で強化（例えば指標化）する

ことは検討事案として挙げておきたい。また、事業

計画上、へき地医療支援機構と地元大学地域医療支

援センターとの連携でへき地医療を担う体制が推

奨されている。両組織が半ば一体化している県も少

数ながら見られるが、地元大学地域枠卒業医師等の

へき地医療に関する役割（関わり方）の検討を進め

る必要がある。さらに、2020 年には医師少数スポ

ットが設定された。我々の全国調査（文献3）では、

同スポットは無医地区と重ねて設置されるケース

は極めて少ないことが分かったが、無医地区等では

ないへき地に設置されているケースは少なくなく、

医師少数スポットの設置とへき地医療の確保の関

係についての方針や対応を、今後、事業計画内に盛

り込む必要があると考えている。 

今回、最近の特記すべき事業として、ICTを利活

用したへき地医療体制の支援を挙げた。へき地医療

事業としてはへき地医療情報システムの整備の歴

史は古い。高知県の「へき地医療情報ネットワーク」

や島根県の「しまね医療情報ネットワーク（まめネ

ット；前身は遠隔画像読影支援事業）」のように、

先行する全県的な ICT によるへき地の診療支援は

よく知られているところである。和歌山県での事例

は、診療支援に留まらず、へき地医療従事者のキャ

リア形成支援及び地域医療支援センターとへき地

医療支援機構との連帯が事業計画内に記載されて

いる点に注目して取り上げた。また、ICT関連事業

の成り立ちから分かるように、へき地医療単独での

実現が難しい事業では、全県的取り組みに組み込む

ことで計画できる場合もあり、参考になると思われ

る。 

こうした視点や事例では、全県的な地域医療政策

との符合、そして医療計画を策定する他分野や他組

織との協議が重要である。医療計画内にへき地医療

事業計画を一本化したことで、医療計画全般を見渡

した対応の促進が期待される。 

今回の検討は、近時の計画の見直しや策定を意識

しての試みである。へき地医療や医療政策の専門家

の知見に基づいているとはいえ、用いたリソースは

やや限定的である。人口動態を含めたへき地医療の

中長期的なビジョンについて、さらに多面的に検討

する必要がある。 

 

 

Ｅ．結論 

へき地医療事業計画と本研究班の既存調査結果

をもとに、へき地医療事業計画の展開に関する視点

や事例で特記すべき事項を分析した。 

へき地医療事業計画の今後の展開への視点とし

て、最近の地域医療政策、特に医療体制構築と人材

確保についての視点を取り入れる必要があると考

えられた。へき地医療拠点病院の事業や機能、地元

大学地域枠卒業医師等のへき地医療での役割、医師

確保計画と連動して医師少数スポットの設置とへ

き地医療の関係についての視点を挙げた。 

へき地医療事業計画で展開されている事例とし

て、和歌山県で開始された、へき地医療機関を含む

全県的なICT基盤の遠隔診療支援、教育・研修の機

会提供を取り上げた。へき地医療従事者のキャリア

形成支援や、地域医療支援センターとへき地医療支

援機構との連帯、へき地医療を全県的取り組みに含

めている点は参考に値する。 

今回の視点や事例は、近時のへき地医療事業計画

の中間見直しや第８次医療計画策定の時に考慮さ

れ得ると考えている。また、これらを計画するには、

全県的な地域医療政策との符合、そして医療計画を

策定する他分野や他組織との協議が重要である。医

療計画内に一本化されたへき地医療事業計画の意

義について引き続きモニタリングすることが望ま

れる。 
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